
（第58期）

貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　（２０２５年　３月３１日現在）

　　　　旭化成レオナ繊維（株）

資　産　の　部 負債及び資本の部
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

［ 資産の部 ］
円

［　負債の部　］
円

流  動  資  産 260,335,038 流  動  負  債 184,782,595
現 金 及 び 預 金 0 未 払 法 人 税 等 5,799,718
売 掛 金 0 未 払 事 業 税 1,508,900
前 払 費 用 552,790 未 払 消 費 税 24,143,177
未 収 入 金 0 未 払 金 561,000
立 替 金 77,493,532 未 払 費 用 71,039,010
短 期 貸 付 金 182,288,716 賞 与 引 当 金 80,806,000

預 り 金 924,790

固　定　資　産 77,938,354 固　定　負　債 127,837,400

有形固定資産 0 退職給付引当金 127,837,400

［　純資産の部　］

株主資本 25,653,397
無形固定資産 77,938,354 資　本　金 11,000,000

建設仮勘定（無形） 0
投資その他の資産 77,938,354 利益剰余金 14,653,397

繰 延 税 金 資 産 77,938,354 利益準備金 2,750,000
その他利益剰余金 11,903,397
別 途 積 立 金 402,258
繰越利益剰余金 11,501,139

資　産　合　計 338,273,392 338,273,392



（第５８期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券　・・・　該当事項なし。

（２）棚卸資産　・・・　該当事項なし。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）　・・・　該当事項なし。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）　・・・　該当事項なし。

（３）リース資産　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金　・・・従業員賞与については、支給期間に対応する見積額を計上している。

（２）退職給付引当金　・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

　　　　　　　　　　　　見込額に基づき計上している。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、親会社との業務委託契約に基づき、繊維製品の製造委託を主な事業としている。

　繊維製品の製造受託については、委託元である親会社との契約期間が到来した時点で、

　収益を計上している。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用

グループ通算制度の適用を適用している

（２）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが

行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の

適用に関する取扱い」（実務対応報告第３９号）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２８号）第４４号の定めを適用せず、繰延税

金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）を適用している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式　22,000株

２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

該当事項なし。

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

該当事項なし。



（第５８期）

個別注記表

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

会社等の名称
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事
者の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者との関係

科目
期末残高
（千円）

旭化成（株） － － 代行支払委託 立替金 77,494

旭化成（株） － － 資金運用 短期貸付金 182,289

旭化成（株） － － 債務引受 未払金

旭化成（株） － － 代行支払委託 未払費用

２．子会社及び関連会社等

会社等の名称
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事
者の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者との関係

科目
期末残高
（千円）

旭化成ｱﾐﾀﾞｽ(株) － － 人材派遣 未払金 347
旭化成アドバンス － － 役務提供 未払費用 75

（収益認識に関する注記）

　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に

記載の通りである。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項なし。

関連会社

関連会社

関連会社

種類

親会社

親会社

親会社

親会社

種類


